
義務教育に係る国による財源確保と、３５人以下学級の着実な実施・進行を 
はかり、教育の機会均等と水準の維持・向上並びに行き届いた教育の保障を 
求める意見書 

  
現在、義務教育に求められているものは、子どもたち一人ひとりに行き届いた教育が行われるこ

とであり、このことは、保護者、地域住民、教職員共通の願いである。そのためには国における教

育予算等の条件整備が不可欠であるが、三位一体改革によって、義務教育費の国庫負担割合は２分

の１から３分の１に引き下げられ、地方財政を圧迫する状況が続いている。 
こうした中、仮にも義務教育費国庫負担制度を縮小・廃止することは、地方財政をさらに圧迫す

るとともに、全国的な教育水準の確保・教育の機会均等の原理を阻害することになりかねない。 
義務教育費国庫負担制度は、全国どこの自治体でも、すべての子どもたちが等しく義務教育を受

けられるよう１９５３年度（昭和２８年度）に制度化され、義務教育諸学校等に勤務する教員、学

校事務職員、学校栄養職員の給与費等を国庫負担対象にすることを定めてきた。この制度は、教育

の機会均等とその水準の維持・向上を図る制度として、現行義務教育制度の重要な根幹をなしてお

り、中央教育審議会答申においても、教職員給与費の「優れた保障方法」として、今後も維持され

るべきとしている。義務教育教科書無償制度も我が国の義務教育の根幹として定着している。 
また、少人数学習や少人数学級の実施は、子どもたち一人ひとりにきめ細かな指導ができること

から、保護者や子どもたちの願い、時代のニーズに応えるものである。授業時数や指導内容が増加

する中、学校現場では児童・生徒指導に加え、障がいのある子どもたちや日本語指導などを必要と

する子どもたちへの対応も課題となっており、いじめや不登校等の問題も深刻化している。これら

諸課題・諸問題の解決にむけて、３５人以下学級の着実な実施・進行はきわめて重要な施策である。 
以上のことから、２０１６年度（平成２８年度）国家予算編成において、教育予算の確保と義務

教育費国庫負担制度を存続・拡充し、教育の機会均等を引き続き確保するとともに、教育水準の維

持・向上を図るため、国においては、次の事項について実現されるよう強く要望する。 

１ 教育の機会均等、水準の維持・向上、無償制の維持に不可欠な義務教育費国庫負担制度を存続・

拡充させること。また、学校事務職員・学校栄養職員をその対象から外さないこと。さらに、義

務教育教科書無償制度を継続すること。 

２ 行き届いた教育を実現するために、学級編成標準の見直しや教職員の定数改善、３５人以下学

級の着実な実施・進行など、教育環境を整備するための予算を確保・拡充すること。 

 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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